
令和８年度から奨学のための給付金の対象が中所得世帯まで拡充されました。

【新たに対象となった中所得世帯区分】

　保護者等全員の住民税所得割の合計が　182,500円未満の世帯

　　年収目安　２７０万円　から　４９０万円　※

　　　※　両親のうちどちらか一方が働き、高校生1人（１６歳以上）、中学生1人の4人世帯

　　　　 　詳細は「奨学のための給付金（国公立）のご案内」をご覧ください。

給付を希望する方は、以下の手順により、ご自身が給付対象か確認してください。

1 お手元に次の書類を用意してください。

１　奨学のための給付金（国公立）のご案内

２　奨学のための給付金（通常申請）住民税所得割の確認方法

３　令和８年度課税（令和７年分）を確認できる書類（次のいずれか）　《保護者等全員分》

　　３ー１　県市町村民税の特別徴収税額決定・変更通知書（給与所得者）

　　３ー２　納税通知書（自営業）

　　３ー３　所得・課税証明書（市町村窓口で発行　※有料）

　　３ー４　マイナンバーカートとマイナポータルにアクセスできる端末

2 「奨学のための給付金（国公立）のご案内」の裏面　「対象確認フロー」によりご自身が給付対象か

確認してください。

● 住民税の所得割合計額は「住民税所得割の確認方法」で確認できます。

3 給付対象となる方は、以下の方法により申請してください。

■ オンライン申請できる方

　　　必要書類をお手元に用意して期限内に申請してください。

■ 書面申請を希望する方

　　　学校の事務室へ連絡してください。申請書類をお渡しします。

　　　必要書類を揃えて、期限内に学校事務室に提出してください。

令和８年度　奨学のための給付金（通常申請）確認シート



奨学のための給付金（通常給付）　住民税所得割の確認方法

対象早見表

区　分 保護者１ 保護者２

市町村民税 ① ③

都道府県民税 ② ④

対象

対象外

※国籍・在留要件を満たす者

※①～④それぞれが１００円未満の場合は切り捨て０円

マイナンバー、納税通知書（自営業者）での確認方法を裏面に記載しています

182,500円以上

100円以上105,500円未満
対象※

105,500円以上182,500円未満

保護者全員の所得割額の合計

100円未満

所得・課税証明で確認（証明書は有料）

減免後所得割

所得割額



対象早見表

「税・所得」をクリック

マイナポータルで確認

「2026年度」を選択

市町村民税所得割額

都道府県民税所得割額

差し引き所得割額


